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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、小学校の教育現場が必要とする[空間需要]を捉え、建築サイドからの[空間供給]

の課題を探ることにより、新たな教育空間の必要性、及び次世代の学校施設の整備内容を明ら

かにすることを目的とした。研究結果として、児童のための場の確保が最重要視されているこ

とが示され、さらに学校が自由に使い方を考えられる空間を有している施設の方が多機能化し

ていることからも、既存空間以上に必要とされている空間がある、すなわち、新たな空間供給

の必要性とその内容が見出された。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this paper is to show the demands of new space in primary schools 
and the way of arrangement for future schools, by grasping required space functions in 
education. 
Main results are as follows;  
1) The most required function for school activities is for children. 
2) The school facilities having free-space are used much more flexible in education.  
3) The necessity and the contents of new space are clarified by the characteristic of 
free-space usage. 
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１．研究開始当初の背景 

近年の学校施設研究は、耐震化・防犯等の

安全性や、エコスクールを主とした環境経済

性を取り上げたもの、また児童・教員・地域

住民の利用・行動内容等からみた空間・施設

計画、そして学区編成の自由化や統廃合に伴

う配置計画等が挙げられる。 

そのうち本研究に関連する空間・施設計画

については、昭和 56 年以降の児童数減少に

伴う余裕教室利用の問題や、他方、新たな空

間・施設形態の試みとしてオープンスペース

の導入、公共施設との複合化研究、そして近

年は児童の放課後の居場所となる学校施設

活用等が挙げられる。 

このように学校施設に次々と多くの役割

が求められ、多様な空間・施設形態が提案さ

れつつあるが、それらはいまだ特殊事例にと

どまる。斬新な計画・設計が十分に教育機能

を果たしているか、再整備の事後評価や普遍

化への検証は不十分であり、本研究はその課

題に着目したものである。 

具体的には、小学校の既存施設において、

学年ごとに学習・遊びができる学年ルームや

郷土食を楽しむランチルーム、また本格的な

自然の営みを学べるビオトープなど、様々な

再整備方法がみられつつある。これらは教育

ニーズが現実に表現された場と捉えられる。   

一方、新築の学校施設においては、劇場型階

段ホールや地域ボランティア室、回遊性テラ

スなどの新奇な空間提案がみられる。しかし、

建築分野である計画・設計者の意図した通り

使われているとは限らず、教育ニーズに対応

していない場といえる。いずれも教育サイド

と建築サイド双方において、学校施設は現代

に即した機能向上が模索されている。 

 
２．研究の目的 

以上より、本研究では小学校の教育現場が

必要としている教育内容を、その実現に必要

な場に置き換えた [空間需要]として捉える。

そして、建築計画・設計者が提示した空間・

施設計画、すなわち [空間供給]とのズレを

検証する。これにより、今後の学校施設に求

められる必要かつ十分な教育空間の提示と

して、新たな教育空間の必要性、及び次世代

の学校施設の整備内容を明らかにする。 

第一に、『小学校施設における自主的な空

間利用にみる新たな空間需要』を求める。児

童・保護者・地域住民、そして教員の就業環

境としての学校施設という視点も含め、総合

的な機能整備のあり方と、それに伴って新た

に必要とされる空間を見出す。（初年度成果） 

第二に、この研究結果の一つとして、教員

の場の貧弱さが明白となり、整備要望が高い

にも関わらず、実際には整備が後回しにされ

る傾向が捉えられた。しかしながら、そもそ

も学校教育の質を確保するためには、教育学

の視点のみならず、教員自身が自己の意欲や

発想を活かしながら指導力を思う存分発揮

し、高めることができる環境的な受け皿をつ

くることも重要な方策の一つである。 

よって、特に教員の立場からみた学校施設

像をクローズアップし、『小学校施設におけ

る教員の就業環境としての空間整備課題』も

併せて追究する。（次年度成果） 

 



３．研究の方法 

まず『小学校施設における自主的な空間利

用にみる新たな空間需要』について、教育活

動の面で学校施設に今後必要と想定される

機能の全体像を設定し、各機能に対する各校

の実現状況と整備要望の照らし合せから機

能要求の内容を把握する(図 1，表 1・2)。ま

たそれらの要求内容は学校施設の余裕状況

によって異なると考えられることから、施設

の自由度に応じた機能要求の進み方をみる。

これらより今後求められる機能の内容と整

備方法の段階性を探る。次に各機能の実現に

あたり実際の空間利用の特徴をみる。既存の

空間で対応されている機能、もしくは多目的

スペースや余裕教室に場が確保されている

機能といった空間の使い分け方を捉え、既存

空間での対応ではなく新たに整備すべき空

間を探り出す。 

次に、『小学校施設における教員の就業環

境としての空間整備課題』については、教員

の立場から学校施設をみた時、教員の利用を

前提とした空間は主に職員室や普通教室内

の教員用机、また校長室等が挙げられる。し

かし、それら用意された場は必ずしも当初の

計画通りに利用されているとは限らず、教員

自らがより環境の優れた空間を見つけだし

たり、または仕方なく逃げ場として他の空間

を代用したりすることもあると考えられる。

本研究ではこの点に着目し、“用意空間” 「○

○をすることになっている空間」と“実際空

間” 「実際に利用している空間」という概

念を用いる(図 2，表 3)。研究のフローとし

て、教員の利用にあたる個々の空間(以下、



教員空間)を分析対象とし、各空間について用

意空間としての利用と実際空間としての利

用内容を照らし合わせ、その乖離状況や実際

の使われ方の特徴を把握する。また、用意・

実際空間に該当する室・コーナー(以下、所要

室)を対応させ、その内容の一致・不一致から

単位空間の課題を考察する。次に、学校施設

を空間の集合体として捉え、分析対象を学校

とし教員空間の全体構成の特徴を求める。そ

して、各空間の選択理由と対応させその構成

の妥当性を検証する。 

４．研究成果  

（１） 小学校施設における自主的な空間利

用にみる新たな空間需要(表４) 

①今後の学校施設に対する機能要求 

 学校施設に必要と想定される 45 機能を設

定し、それらの実現状況と整備要望から機能

要求を明らかにした。各機能の実現度は、保

護者・地域住民に関する機能→教員→児童の

生活面→児童の学習面の順に高くなり、児童

のための場の確保が最重要視されている。さ

らなる充実が求められる機能は児童の学

習・活動・主体性・生活面の全般にわたって

内容の幅を一層広げることであり、また教

員・保護者・地域住民については会合・作業・

収納等の基本的な機能である。一方、量と質

の確保が求められるのは、男女別の着替えの

場や被災時の備蓄の場といった基盤整備の

側面と、教員や来校者の休憩の場や児童作品

保存の場など発展的な側面である。さらに、

要求は潜在化しているが、児童と地域住民の

触れ合いの場や地域のための収納・展示・保

存の場も今後重要な視点といえる。 

②機能整備の段階性と方向性 

 学校施設の余裕状況に応じた機能の実現

状況・整備要望の変容から、機能整備の優先

順位を明らかにした。学校全体に共通して児

童の学習・学校活動が優先的に整備され、続

いて児童の生活面や教員の収納の場、さらに

児童のふれあい学習の場や学校活動の展示

の場、教員の就業環境向上に移行していく。

それらが進むと保護者・地域住民のための機

能要求も高まり、歓談・休憩や収納・展示の

場も実現の方向に向かうといった流れが捉

えられた。すなわち、機能整備を段階的に進  

目指されると考えられる。 

③自由空間に出現した機能にみる空間需要 

 分析で得られた機能要求と既存空間・自由

空間の利用状況を対応させ、新たな空間需要

を明らかにした。機能要求の強さは児童＞教

員＞保護者・地域住民であるのに対し、新た

な空間需要は児童＞保護者・地域住民＞教員

であることが捉えられた。中でも１次需要は

児童に関する学習・活動の多様性、２次需要

は生活面や保護者・地域住民の場となる。こ



れらは既存空間での対応では不十分な面が

捉えられ、各機能に即した計画的な場の整備

が求められる。また児童の主体的活動や生活

面の環境向上については余裕教室に出現し

ている。後追い的な整備という面も垣間見ら

れ、既存空間の再整備と共に場のあり方自体

の再考が求められる。 

④今後の学校施設計画に求められる視点  

 全体を通じて、まず児童のための機能整備

にあたり、目的的かつ計画的な空間供給が一

層求められている。また教員に関する機能整

備の優先順位は現状では中位であるが、整備

の必要性は高いことが捉えられ、学校施設計

画への位置づけをより打ち出すことが必要

である。さらに保護者・地域住民のための機

能も現時点での優先順位は低く要求も潜在

化しているが、内容によってはその価値が見

出されつつある。よってこれらの空間を確保

することで、さらなる活動が誘発されること

も期待できる。 

（２）小学校施設における教員の就業環境と

しての空間整備課題(図 3) 

①教員空間の特徴と教員自身による場の確

保にみる課題 

小学校施設の教員空間は、その利用主体か

ら、教員個人に関わる空間、教員の集団利用

の空間、保護者・地域住民との場の共有の大

きく３つに捉えられ、その中で目的性の高い

空間、または多目的な利用がなされている空

間という特性が求められた。 

用意・実際空間の対応状況からは、利用内

容の不一致や前提を上回る利用展開が捉え

られ、目的に応じて教員自ら空間を確保して

いる現状が明らかとなった。教員空間計画の

基礎を見直す必要がある。 

②個別空間のもつ課題と整備のあり方 

主たる空間の個別課題として、職員室は個

人の拠点空間としては機能しにくく、教員個

人の行為は実際には普通教室で対応されて

いることを明らかにした。すなわち教員個人

の拠点として、現状の普通教室の充足化を図

るのか、職員室のあり方を再検討するのか、

本来の個人拠点のあり方を問うさらなる分

析・検討が必要である。 

また、教員同士や保護者・地域住民とのコ

ミュニケーションが図れる場として、現状で

は職員室や校長室が中心であり、教員利用の

みならず保護者・地域住民との共用化がなさ

れている。職員室・校長室のあり方を問うと

同時に、保護者・地域住民との場について利

用目的に沿った空間の創出が必要である。 

③学校全体としての教員空間構成のあり方 

教員の立場からみた学校施設として、目的

に沿った空間選択を促すためには、教員個人

の専用的空間と多目的空間、教員の集団利用

と懇談のための空間、そして地域との相談の

場となる空間をそれぞれ確保することが重

要といえる。また、教員個人の多目的利用以

上に教員同士の懇談の場が重視されている

傾向から、教員の集団利用の面での充実化が

求められる。 

④学校規模に応じた教員空間の計画課題 

教員空間の構成について、学校規模による

違いが捉えられた。小規模であるほど、既存

の空間の中での柔軟な活用が可能であり、ま

た大規模であるほど機能分化しやすい。しか



し、最も一般的な中間の規模においては、利

用目的の重複や複数の利用主体による場の

共用が捉えられ、空間選択の積極性が低い傾

向にあり、教員空間の全体構成として空間機

能の不足といった不充分な面が捉えられた。

すなわち、今後の学校施設計画においては、

学校規模に応じた教員のための空間配分と

その内容のあり方を確立することが重要で

ある。 

⑤教員の立場に応じた計画内容 

詳細分析として、教員の日々の滞在時間・

場所および居場所を捉え、教員の立場別（ク

ラス担任・専科・教務・教頭・校長）に、各

自の執務を行う上で重要とされる空間内容

を求めた。また現状では教員の主たる空間で

ある職員室の整備状況と整備要望を捉え、学

校施設に付与すべき空間を明らかした。クラ

ス担任にとっての職員室は、様々な執務活動

が展開されているものの、時間的な面では利

用率が低く、かつ快適性が低いとされており、

職員室以外の空間を工夫して利用している。

一方、管理職にあたる教頭・教務は一日の大

半を職員室で過ごし、かつクラス担任と同様

に快適性が低いとしている。これらに対し、

就業環境の充足化を図るためには、教員個人

の執務空間の充実、教員同士のやりとりのし

やすさや閉鎖性のある空間の整備、歓談や息

抜きができる空間の設置等、教員の立場に応

じた整備が求められる。 
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